
 
低価格落札工事に係る履行保証制度等の運用について 

 
１ 対象工事 
 (１) 次の表の左欄に掲げる発注工種に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる請負対象設計金額以上の建設

工事 

発注工種 請負対象設計金額 

建築一般 ４億円 

建築一般以外の発注工種 ２億円 

(２) 前表の右欄に掲げる請負対象設計金額未満の建設工事のうち、地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）第 167 条の 10 の２第３項の規定による総合評価一般競争入札（制限付一般競争入札を含

む。）を適用する建設工事 

(３) 前号以外の建設工事であって、発注機関が設置する資格審査委員会の承認を経た建設工事 
 

２ 低価格落札者との契約に係る契約保証金及び前金払の取扱い 

対象工事ごとに定める調査基準価格（鳥取県調査基準価格及び最低制限価格等設定要領（平成１９年

８月１５日付第２００７０００７１９９８号県土整備部長通知）第５条に規定する調査基準価格をいう。

以下同じ。）を下回る価格で落札した者（以下「低価格落札者」という。）との契約については、次に

定めるところによる。 

(１) 鳥取県建設工事執行規則（昭和４８年鳥取県規則第６６号。以下「規則」という。）第８条に基

づく契約保証金は、当該工事の請負代金額の１０分の３以上とする。 

(２) 規則第８条ただし書については、鳥取県建設工事執行規則の施行について（平成８年６月１４

日管第１９５号鳥取県知事通知）の６の(１)及び(２)中「１０分の１」とあるのは「１０分の３」

とする。 

(３) 規則第６０条第１項に基づく前金払の割合は、当該工事の請負代金額の１０分の２以内とする。

また、規則第６０条第２項に定める中間前金払は行わないものとする。 

 

３ 入札及び契約の手続 

(１) 入札に参加しようとする者への周知 

 対象工事に係る調達公告には、２及び３に定める事項を明示して、入札に参加しようとする者に周

知するものとする。 

(２) 契約書の取扱い 

 低価格落札者と契約を締結する場合は、建設工事請負契約書及び建設工事請負変更契約書の標準書

式について（昭和４８年１１月２２日付発管第３８５号土木部長通知）の別添建設工事請負契約書に

ついては、次のとおり取り扱うものとする。 

ア 第４条第２項中「請負代金額の１０分の１以上」とあるのは「請負代金額の１０分の３以上」と

する。 

イ 第４条第４項中「請負代金額の１０分の１以上」とあるのは「請負代金額の１０分の３以上」と

する。 

ウ 第３４条第１項中「請負代金の１０分の４以内」とあるのは「請負代金の１０分の２以内」とす

る。 

エ 第３４条第３項及び第４項は削除する。 

オ 第３４条第５項中「請負代金額の１０分の４」とあるのは「請負代金額の１０分の２」とする。 

カ 第３４条第５項及び第６項中「（第３項の規定により中間前金払の支払を受けているときは １０

分の６）」を削除する。 

キ 第34条第６項中「請負代金額の１０分の５」とあるのは「請負代金額の１０分の３」とする。 

ク 第37条第２項中「請負代金額の４０パーセント」とあるのは「請負代金額の２０パーセント」と

する。 

ケ 債務負担行為に係る契約にあっては、第４１条第１項中「請負代金額の４０パーセント」とある



のは「請負代金額の２０パーセント」に、「出来高予定額の４０パーセント」とあるのは「出来高

予定額の２０パーセント」とする。 

コ 第４８条の２第１項中「請負代金額の１０分の１」とあるのは「請負代金額の１０分の３」とす

る。 

(３) 一般管理費等の率 

 ２により前払金を減額することに伴う一般管理費等の率の補正を理由とした契約変更は、認めない

ものとする。 

 

４ 不落札随契への適用 

 以上の取扱いは、競争入札が当該取扱いの適用により不落札となった場合に、随意契約により請負契

約を締結する工事について、準用する。 

 

附 則 

この改正は、平成１９年４月１７日から適用する。 

 

附 則 

この改正は、平成１９年８月１日以降に調達公告を行う建設工事から適用する。 

 

  附 則 

この改正は、平成２０年３月２８日以降に調達公告を行う建設工事から適用する。 

 
附 則 

この改正は、平成２０年８月６日以降に調達公告又は、入札日の通知を行う建設工事の入札について適

用する。 
 

  附 則 

この改正は、平成３０年４月１日以降に調達公告を行う建設工事から適用する。 

 


